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 国立研究開発法人国立環境研究所契約事務
取扱細則第６条の規定に該当しない者である
こと。
 契約者等から取引停止の措置を受けている
期間中の者でないこと。
 入札説明書において示す暴力団排除に関す
る誓約事項に誓約できる者であること。

３ 入札書等の提出場所等
 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒9637700 福島県田村郡三春町深作10
２ 福島県環境創造センター研究棟 国立研
究開発法人国立環境研究所 福島支部管理課
会計係 白井 大智 電話0247616561
※なお、入札説明書は当研究所のＨＰ上か
らもダウンロード可能である。
 入札説明書の交付方法 上記３の交付場
所にて交付する。
 提案書等の受領期限 平成30年11月２日17
時00分
 入札書の受領期限 平成30年11月５日17時
00分
 開札の日時及び場所 平成30年11月16日14
時00分 国立研究開発法人国立環境研究所
福島支部ＴＶ会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、提案書等を、本公告２
の競争参加資格を有することを証明する書
類を添付して、本公告３の受領期限までに
提出しなければならない。また、封印した入
札書を、本公告３の受領期限までに提出し
なければならない。入札者は、開札日の前日
までの間において、当所から当該書類に関し
説明を求められた場合は、それに応じなけれ
ばならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告４に従い提案
書等及び入札書を提出した入札者であって、
本公告２の競争参加資格をすべて満たし、本
公告及び入札説明書において明らかにした性

能等の必要要件をすべて満たし、当該入札価
格が国立研究開発法人国立環境研究所契約事
務取扱細則第13条の規定に基づいて作成され
た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもっ
て有効な入札を行った入札者を落札者とす
る。
 手続きにおける交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Chiho Watanabe, Presi‑

dent, National Institute for Environmental

Studies (NIES)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Wavelength‑dispersive X‑ray

fluorescence spectroment 1set in FY2018

 Delivery period : 29, March 2019

 Delivery place : Fukushima Branch, Na‑

tional Institute for Environmental Studies

(102 Fukasaku, Miharu‑machi, Tamura‑
gun, Fukushima, Japan)

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 are classified as Grade A, B, C or D

manufacturing of productor Sale of

products in terms of the qualifications

for participating in tenders by Ministry

of the Environment (Single qualification

for every ministry and agency) in the fis‑

cal years 2016, 2017 and 2018 :

 not come under Article 5 of Detailed

Rules concerning the Contract for NIES.

Furthermore, minors, Person under Con‑

servatorship or Person under Assistance

that obtained the consent necessary for

concluding a contract may be applicable

under cases of special reasons within the

said clause :

 not come under Article 6 of Detailed

Rules concerning the Contract for NIES :

 are not being suspended from trans‑

actions by the request of the officials in

charge of contract :

 pledge to excluding crime syndicates

and other illegal organization defined in

the bid manual :

 Time limit of tender : 5 : 00 PM 5, No‑

vember 2018

 Contact point for the notice : Daichi

Shirai, Administration Office, Fukushima

Branch, National Institute for Environ‑

mental Studies, 102 Fukasaku, Miharu‑
machi, Tamura‑gun, Fukushima, 9637700
Japan. TEL 0247616561

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年９月 25 日

成田国際空港株式会社
代表取締役社長 夏目 誠

◎調達機関番号 412 ◎所在地番号 12
〇第 1808 号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 調達件名及び数量
 件名 ＣＴ型スマートセキュリティシス
テム購入
 数量
 スマートレーン ７式
 ＣＴ型Ｘ線検査装置 ７式
 センター装置 ４式
 ソフトウェア ４式
 その他付帯設備 ４式

 調達件名の特質等 本件は、機内持込手荷
物用のＣＴ（※１）型Ｘ線検査装置（以下「Ｃ
Ｔ機」という。）と、手荷物の仕分け及び検査
トレイの自動搬送を行うスマートレーンで構
成されるスマートセキュリティシステムの製
造、設置、試験調整、教育訓練を含む。
※１ ＣＴとはComputed Tomographyの
略であり、コンピュータ断層撮影のことで
ある。

 納入期限 平成32年３月25日まで（ただし、
部分引渡しあり）
 納入場所 千葉県成田市成田国際空港内
第１旅客ターミナルビル、第２旅客ターミナ
ルビル及び第３旅客ターミナルビル

 総合評価方式による実施 本件は、価格と
価格以外の要素を総合的に評価して落札者を
決定する総合評価方式により実施する。
 落札者の決定方法 契約制限価格の範囲内
で有効な入札をされた者の中から、総合評価
値の最も高い者を落札者とする。

２ 競争参加資格 次に掲げる条件を全て満たす
こととする。
 基本条件
 成田国際空港株式会社（以下「当社」と
いう）における2018～2020年度契約参加資
格の「通信機械器具（製造）」、「通信機械器
具（販売）」、「輸送・搬送機械（製造）」、「輸
送・搬送機械（販売）」のいずれかに登録さ
れていること。なお、申請書類の提出期限
の日において、当該資格に登録済みでない
者が本競争に参加を希望される場合は、本
案件申請書類の提出期限の日までに、登録
に必要な書類を提出して頂きます。
 単体企業であること。
 調達物品の修理、点検整備及び部品納入
等のアフターサービスを迅速かつ適切に提
供できること。

 納入実績 調達物品又は同種物品（※２）
の製造販売の経験を有する者又はその代理店
であること。製造販売の経験を有する者及び
その代理店については、以下の要件を満たす
こと。
※２ 同種物品とは、ＣＴ機とスマートレー
ンで構成されるスマートセキュリティシス
テムをいい、以下同じ。
 製造販売の経験を有する者は、調達物品
又は同種物品について、国内又は国外の空
港の保安検査場に納入した実績または実旅
客を使用した試験導入（※３）を、同一場
所で連続して28日以上実施した実績がある
ことを書面により証明できること。
 代理店の場合は、調達物品又は同種物品
の製造販売元が、国内又は国外の空港の保
安検査場に納入した実績または実旅客を使
用した試験導入（※３）を、同一場所で連
続して28日以上実施した実績があることを
書面により証明でき、かつ、販売権を持つ
ことを書面により証明できること。
※３ 試験導入とは、機器やシステムの性
能評価を目的とし、期間を限定して、設
置・運用させたことをいう。
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